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タスク・シフティング等医療勤務環境改善推進事業の間接補助事業について 

［実施要綱 ３‐（１）、（２） 関連］ 

 

１ 間接補助事業者に関する諸条件 

間接補助事業者へ応募する者が医療機関である場合については次の条件を全て満たす

こと。 

① 医療法に定める病院であること 

② 労働時間管理が適切に行われていること  

③ 直近の月の時間外労働（休日労働含む）が 80時間を超える医師がいる、もしくは

令和２年度の医師に関する３６協定の年間の上限時間数が 960 時間を超えているこ

と 

④ 2023 年度までに自院に勤務する全ての医師の時間外労働が年 960 時間以下となる

よう労働時間短縮のための計画を策定すること 

 

 

２ 間接補助事業の内容 

（１）医療機関における勤務環境改善の取組の実施 

  ○ 以下に掲げる①～⑧の事業を対象とする。労働時間短縮のための計画に基づき複

数の取組を組み合わせて医師の労働時間短縮に実施すること（①～⑦のうち同じ項

目でも、取組内容が明確に異なるものであれば、別の取組として扱うことも可とす

る。）。 

 

①勤務環境改善機器等導入事業 

・ＩＣＴ等勤務環境改善に資する機器等の導入 

<補助対象経費> 

備品費、借料及び損料、委託費（システム運用費、システム保守経費） 

②医師事務作業補助者研修事業 

 （ア）当該医療機関の職員２名以上を医療関係団体等が実施する医師事務作業補助

者養成の集合研修に参加させること。 

<補助対象経費> 

研修受講料、備品費、旅費 

（イ）当該医療機関が受講者５名以上の医師事務作業補助者研修を実施するために



外部講師を招聘すること。 

<補助対象経費>  

諸謝金、旅費 

③医師事務作業補助者導入事業 

    ・当該医療機関が常勤職員として直接雇用すること及び、採用する医師事務作業補

助者が診療報酬の算定基礎とならないこと。 

    ※医師事務作業補助者にかかる診療報酬上の加算を取得していない場合又は加算

を取得していてもその加算対象とならない範囲においては本事業の対象とするこ

とができる。 

<補助対象経費> 

職員基本給、職員諸手当、社会保険料 

④看護補助者導入事業 

・当該医療機関が常勤職員として直接雇用すること及び、採用する看護補助者が診

療報酬の算定基礎とならないこと。 

※看護補助者にかかる診療報酬上の加算を取得していない場合又は加算を取得し

ていてもその加算対象とならない範囲においては本事業の対象とすることができ

る。 

<補助対象経費> 

職員基本給、職員諸手当、社会保険料 

⑤業務改善実施事業 

・コンサルタントによる業務改善（効果測定・助言等） 

<補助対象経費> 

  委託費 

⑥タスク・シェアリング推進事業 

・タスク・シェアリングに伴う代替医師雇用 

    <補助対象経費> 

  職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、社会保険料 

⑦休憩環境整備事業 

・休憩室の設備購入等の休憩環境整備 

<補助対象経費> 

  備品費、改築費、改修費 

⑧その他勤務環境の改善に資する事業 

    <補助対象経費> 

     ①～⑦に記載する経費 

 ※①～⑦に直接該当はしないが、医師の勤務環境改善に明確に資する取組に限る。 

 



○ 補助金額 

    事業に要する経費（上限額は１か所あたり 27,200 千円）の１／２の額とする。 

○ 当該医療機関において、新たに実施する取組の部分のみを対象とし、既に実施し

ている取組の部分は対象とならない。 

〇 すでに補助金を受けている取組の対象経費の部分又は別に補助金を受ける予定

のある取組の対象経費の部分について、本事業から補助金を受けることはできな

い。 

○ 事業の応募にあたっては、月の時間外労働が 80 時間以上の医師の時間外労働を

削減するための具体的な目標を示した事業計画書の提出を必要とする。また、事業

完了後には、事業の実施による具体的な効果を数値等で示した事業報告書の提出

を必要とする。 

 

 

（２）医療関係団体における医療機関の勤務環境改善の普及促進を目的とした会議・研修会

の開催（勤務環境改善普及事業） 

○ １０人以上の医療関係者が参加する予定の会議・研修会を開催することを対象と

する。なお、開催する会議・研修会は、具体的な勤務環境改善の取組事例等を紹介す

るなど、参加する医療関係者が導入・学習しやすいよう工夫をするものとする。 

○ 事業の応募にあたっては、開催予定の会議・研修会の具体的な内容を示した事業

計画書の提出を必要とする。また、事業完了後には、会議・研修会の詳細な開催結果

（使用した資料等含む）をまとめた事業報告書の提出を必要とする。 

〇補助対象経費 

 諸謝金、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料 

〇補助金額 

   事業に要する経費（上限額は１か所あたり 2,854 千円）の１／２の額とする。 

 

（３）その他留意事項 

   〇 補助対象経費については、当該事業年度において発生するもののみを対象とする。 

 

 


